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　　　　　1．はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　ることによって，居住立地が限定される階層，およびそ

　　　　　住工混合地域は，生産地域であるとともにもう一方で　　の限定条件を明らかにすることを目的としている。分析

　　　　居住地域でもある。しかも，居住地としてみた場合にも，　の具体的内容は，①住工混合地域における居住世帯の就

　　　　生産とのつながりを不可分のものとしている。工業併用　　業構造の特徴、②世帯主とともに重要な働き手である主

　　　　自営層は直接の生産者であり，商業やサービス業併用自　婦層の就業実態，③自営層，従業者層の職住関係とその

　　　　営層も地域に就業する人々に多くの顧客を負っている。　　限定条件からなる。

　　　　一方，従菜者層の多くも地域を就業の場としており，主　　　1－2調査対象地区の選定と調査の方法

　　　　下層もパート，内職などの機会を得ている。　　　　　　　調査対象地区の選定は，①大阪市内の旧い住工混合地

　　　　　以下の3つの論：文では，こうした生産・就業と結びつ　　域であること，②業種によって地区の問題点と推移動向

　　　　いた居住地域社会が，将来の大都市居住地域の中で存続　　が異なるため主要業種である金属・機械を軸にしつつ，

　　　　していく必然性，必要性を明らかにすることを目的とし　　ほかの業種も含めることを条件に，③国勢統計区（266）

　　　　ている。本報では，必然性の側面から住田混合地域居住　　を単位とした地域の類型化作業2）によって住工混合地域

　　　　者の経済基盤である就業構造の分析を軸に居住立地が就　　をとりだしたうえで，④現地観察に基づいて，以下の4

　　　　業地の近くに限定される条件を明らかにする。しかし，　　地区を設定した。対象地区の大阪市での位置は，図一1

　　　　たとえ限定条件が必然性をもつものであるとしても，そ　　のとおりである。

　　　　の居住地が住みにくいものであってはならない。そこで，　　①西区九条南地区（地場産業的な伝統をもつボルト

　　　　第3報では，必要性，妥当性の側颪から居住者が理工混　　　　ナットの高集積地域）

　　　　合地域の住みよさに対していかに評価しているかを明ら　　　②城東区中浜地区（衣服で特化した伝統的地区である

　　　　かにする。ところで，住工混合地域が立地限定層の居住　　　　が，交通条件の良さから商業や住宅立地が進行して

　　　　地であるといっても，固定的な状態で存在しているわけ　　　いる地域）

　　　　ではない。地域内での流動を中心に，地域外への転出，　　　③東成区神路地区（4地区の中では相対的に立地の新

　　　　新しい層の地域内への転入もみられる。そのため，次報　　　　しい金属・機械の伊野地域）

．　　　では，職場と住居の移動構造を解明し，合わせて地域機　　　④生野区田島地区（区画整理の行われていない旧集落

　　　　能の変化についても考察するコ。

　　　　　1－1　本論文の目的と内容

　　　　　生産・就業と居住が密接な関係をもって形成されてき

　　　　た住工混合地域では，生産・就業の場と居住の場が近接，

　　　　一体化しているのが特徴である。自営層にとっては家族

　　　　ぐるみの長時間労働が，従業者層にとっても長時間の肉　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　　　体労働が居住立地を職場の近くに限定させる要因となつ　　　　　　　　　1

　　　　てきた。さらに混合地域居住者の多くは，家族ぐるみで
　　　　生活を支える多就業形態をと。てい。．。うした形態。　　　　　◎

　　　　よる家族の地域就業機会や子弟の通勤利便性といった条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L翼区九輔

　　　　件も居住立地を限定させる要因となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2・域甑中浜

　　　　　本論文では，住工混合地域居住者の就業構造を分析す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3・稟履区紳路

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．生野区日5
　　　　　拳近畿大学　助教授・工博

　　　　　　（昭和58年11月29日原稿受理日，昭和59年12月U日改訂原稿受
　　　　　　理日，討論期限昭和60年7月末日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1　調査対象地区の位置
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　　　表一1調査結果の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一3　地区別世帯労働の型

　　　　　　　　　　　　　（件蜘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件数（鮒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　　　欝　　　刷　　　　　　　　　　　　　　　従　　業　　餐　　肩
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神路、、量あ，，i葛（論、1易、為〔111，〈、論鵬，，る、、。1）（，1、（，急、、島（、認、（，揚q．島1晶
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注）　この他に無臓世幣が22件ある。

　　を中心としたメガネレンズの地場産業地域）　　　　　建設・運輸，サービス業等多様な職業階層から構成され

　調査対象住戸の選定は，住宅地図で居住している可能　　ていることが混合地域における居住世帯の特徴である。

性のある建物を選び，1／2で無作為抽出を行った。調査　　　2－2世帯当たりの就業者数と世帯労働の型

の方法は，世帯票，主婦票からなるアンケート形式で，　　　住工混合地域居住者のいま一つの特徴は，多就業形態

調査員が訪問する自記留置方式をとった。調査結果は表　　をとる世帯の多いことである。平均家族人員3．7人に対

一1に示す通りで回収率84．5％，調査時期は1978年7　　し平均就業者数（パート，内職を含む）は2．0人と多く，

月である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1人就業の世帯は1／4強しかない。

　2住工混合地域居住世帯の就業構造の特徴　　　　　　　　住田混合地域が世帯の多就業形態を基礎にしているご

　本章では住工混合地域における居住世帯の就業からみ　　とは，居住立地の限定性を考えるうえで世帯主一人の就

た特徴を職業構成，世帯当たりの就業者数．世帯労働の　　業だけでなく，世帯全体としての就業を把握することの

型，地域内就業率といった点から明らかにする。　　　　必要性を示している。そのため，世帯労働の型を，自営

　2－1　自営，従業者階層と多様な職業構成　　　　　　　層では，家族従業者の有無，長時間労働かどうか，家族

　調査地区の階層構成は自営層が61％と多く，従業者　　従業以外に妻が外勤や内職で働いているかどうかによっ

層36％，無職層3％である31。自営，従業者階層別に　　て，また従業者層については，世帯主の労働時間，労働

その職業をみると（表一2），最も多いのは工業自営層　　形態，妻の就業の有無の順に指標を組み合わせて，表一

（37％）で，10軒の内4軒弱もある。九条南，神路の　　3にみるように各々7つのタイプに分類した。

金属・機械，中浜の衣服，田島のメガネレンズという特　　　自営層では，家族労働が3分の2，また長時間労働も

化業種が各地区とも第1位であるが，金属・機械は中浜　　約6割と多く家族長時間労働を基礎にしている。そのた

や田島でも多く，住工混合地域の全域に立地しているこ　　め，世帯主だけが10時間未満の労働をしているという

とがわかる心。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ユ人普通労働型」は1割強しかない。地区別には九条

　工業自営層に次いで，商業自営層（16％），工業従業　　南が相対的に就業条件に恵まれているが，田島は過半数

者層（15％）が多く，この三者が住工混合地域の主要　　が家族長時間労働を行っている。

階層である。こうした層を中心にしながら，専門的職業，　　従業者層では，長期的な不況や公害問題等で10時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上の長時間労働の人は13％と予想したより少ない。
　　　　　　　　表｝2階層別職業階層　　　　　　　　　　また，中小企業が多いため，残業，交代制勤務，不定時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ　ラ
　　　ェ　　内　　　訳　　鰹　商　サ　専　そ　不　　　　勤務等不規則型の就業形態も引数パーセントと少ない。

　　　　　金　繊　・　そ　設　　　r　門　　　　　　　　しかし，共働き世帯は，上記の不規則型勤務層でのそれ
　　　　　ロ　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　あ　　の　　　　　サ

　　　　　血　　ガ　の　遷　　ビ　職　　　　　　　を含むと54％と過半数をこえる。そのため1人普通労
　　　業　械　維　ネ　他　輸　象　ス　鍵　他　明　　　　働の世帯は3分の1を占めるにすぎない。

…1ま膿〕（診2鵬・ll繍（職糺1描・とる講　2．3地域内就業率の離

従麗（1脇く量謂（1蜘。．§（1目路（謡絃駈葛絃亀（論器呈）　　こうした家族長時間労働や共働き労働は，居住地を就

　計　（1§乱ξ12二二濃駄島ぽ島（』臨｛島（脇（鍋（篇庸）　業地の近くに限定させる条件となっている。しかし，大

　注）専門的職撫，舩癌風，雑役恥含んでし、る。　　　　　　　　　　都市の多くの居住地では，世帯主は夜間と休日だけの居

　　パ魂ントは無地跡絶欝’従縮の鞭1。。としている・　　　　　　住者でしかないのと比較すると，地域内に就業し，居住
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　　　　　　　　　表一4　階層別職業別地区別丁域内就業率　　　　　　　　　　　　　　　二一6　世帯階層別就業形態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（劣）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（働）

　　　　　　　　　　　臓　業　地　．区　　　　　　　　F1護宿パ内そ不

　　　　　　　　　　　藁湘南調計　　　・㍑∴論計
　　　　　　　　自営脚・・．6．86．296．・細9・．細．・蜘　　　　　自戦織　、警1〔温（ll｝、。1，0裾）

　　　　　　　　従業者銘・53L818・2“・8．’9・8箆棚・68。・6　　　　従期12（　36ま．4376且143
　　　　　　　　」｝十　　　79．2　7ε．7　50．0　80．8　61．6　70巳4　80．7　7ε．2　　　　　　　　　　　　　　　　　一　 一一 @　　　　　　　一
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ　　　0　　　2　　　0　　　0　　　0　　　0　　　2

　　　　　していることは地域の改善主体としてもコミュニティの　　　　　　計　（警偲島q論（搦）（舳い賊臓黙錨

　　　　　形成主体としても重要である。ここでは，階層別，職業別，

　　　　　地区別に世帯主が地域内就業か否かをみる。地域内就業　　して就業比率が高く，生計を支える重要な働き手であり，

　　　　　の範囲は，おおむね徒歩や自転車で動けるということか　　居住立地の限定性にも関わっている。ここでは，現在就

　　　　　ら700～1000m圏の隣接町（一部周辺町を含む）まで　　業している層だけでなく，就業していない層も含めて混

　　　　　とした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合地域における主婦層の就業の実態，要求を明らかにす

　　　　　　地域の主要階層である自営層では93％とほとんどが　　る。

　　　　　地域内就業である。他方，従業者層では，圏域を狭くとつ　　　3－1　働いている主婦の就業実態

　　　　　ていることにもよるが，地域内就業率は31％と低く，　　　（1）働いている主婦の割合と就業形態

　　　　　とくに工業，商業以外の業種で18％と非常に低い。地　　　現在働いている人（有職者〉と働いていない人（無職者）

　　　　　区別には，自営層では大差はないが，田島，九条南で高く，　の割合をみると，有職者が64％とほぼ2／3を占める。

　　　　　中浜で低い。従業者層でも，九条南が45％と高く，中　　この数字を全国（40．9％），大阪府（42．6％）の平均と

　　　　　浜では19％と低いのが特徴的である（表一4）。　　　　　比較すると，住職混合地域での主婦就業率が極めて高い

　　　　　　以上のような地区による地域内就業率の違いを規定す　　ことがわかる5）。

　　　　　る要因として，一つは，地元雇用力の低下によって居住　　　世帯階層や職業との関係では，自営層（73％）は3／4

　　　　　者が地域外に就業の場を求める動きが，いま一つは，元々　　の多くが働いており，特に，金属・機械（63％）に比

　　　　　地域外に就業地をもつ層が交通の利便性を主要な理由と　　べて繊維（89％）やメガネ（85％）で有職率が高く，

　　　　　して，地域内に新規居住者として来住してくることが考　　主婦就業のしゃすさとともにその零細性を示している。

　　　　　えられる。伝統的な金属・機械の集積地域である九条南　　従業者層（54％）でも過半数が何らかの形で就業にた

　　　　　は，地元雇用力も相対的に大きく従業者の地元就業も多　　ずさわっているが，ここでは自営層とは逆に，金属・機

　　　　　く，安定している。これに比べて，中浜は衣服の停滞に　　械での有職率が高い（表一5）。世帯職業の結果は地区別

　　　　　よる雇用力の低下，および交通条件の利便性から就業地　　にも反映されており，とくに金属・機械の九条南（57％）

　　　　　を変える層や地域外就業の新規来住層が多いことが考え　　で有職率が低く，相対的に安定した経営と就業がうかが

　　　　　られる。この新規来住層の存在については，工業，商業　　える。一方繊維工業で特化し，従業者層も多い中浜では

　　　　　以外の業種で地域外就業が非常に多いことからも推測さ　　72％と主婦有職率が高くなっている。
ら

　　　　　れよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こうした有職主．婦層の就業形態を世帯階層別にみる

　　　　　　3．住工混合地域主婦層の就業実態

　　　　　　住工混合地域に居住している主婦層は，自営層におけ　　　　　　　　　　　　　　　　，。　、。　、。　8。　鵠件数

　　　　　る家族労働，従業者層におけるパートや内職をはじめと　　　　　　　　　　全　　体　　，、、　11，慈i響。、ボ62

　　　　　　　　　　　　自　　　営　　　贋　　　　　　　　　徒　業　者　ロ

　　　　　　　　ェ　　　1円　　　　駅　　　商　　サ　そ不　工　　内　　訳　　商　　サ　そ不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1の　　　　　　　　1の　計　内　　臓　　　　　　　　　51
　　　　　　　　　　響繊尋あ　・他　舗あ　・他
　　　　　　　　業’械維ネ他巣ス’明麗’械他業ス’明　 凡　例　．㌔・陸腰i＝三：i：：＝＝：・

　　　　　・嚇・搬）（89．　4252，7）　（89b4）（・量1・（・急1・（轟1・（晶（・編§・（晶・・1島・・言1）（・丁丁も　下灘灘琴不

　　　　　備，蕩認1。1婦）（、Σ1描（，ゐ謝、霊鴇，、互1、（，豊鵬）（撒r，　置旧鎌齢朋

　　　　　　礁1，、｝撒磁、1島見、｝島山、撚繍）1轟，。繍撮織。→磁繍。か蟷。。か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一57一
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　き璋　　　　　　　　　ここで週当たりの就業日数と毎日の労働時間によって
　　　　　　　　　　2。　　栂　　6。　　8。　　10。件数

　　　　全　　体■園皿皿野冊皿皿＝コ462　　　　　主婦就業の実態をみる。週当たりの就業日数は，内職層
　　　　　　　　25a5　1“　　　　　　　　　　隅　　　　　 a‘　　1ム2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を除くといずれも6日以上が6割を越え，ほぼ毎日就業

　　　　自営一34　　している．、一4日という就業はパート層で1。％強，家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　族従業者層では数パーセントにすぎず，片手間的や補助

　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　的に就業している人は少ない（図一3）。

　　　　　　　　　・・路…　　　　　　1・　　　　　　　　また，毎日の労働時間数では，自営層，常雇用層，家　　　　・

　　　　　　　　Ω脚・鵠　　・9…　　　5　　　　　　　　　族従業者層で長く，パート，内職層で短い。主婦自営層

　　　　凡　　例　　　輔　　　　：・　　　　　　　　　は最も長く，8～10時間未満（29％），12時間以上（27％），

　　　　　　　　　凸農昌昌昌昌呈歪爾　　　　　　　　常雇用層は8－10時間未満（54％）が多い。また，家　　　　・

　　　　　　図一3就業形態別週に働く日数　　　　　　　　族従業者は8～10時間未満（26％）をピークに，家族

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働にいかに組み込まれているかによって4～12時間以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　　　　　　　　20　4。　5。　8。　1。。徽　　　　　　上に分散している。一方，バート，内職層では，4～6
　　　　全　　　　　体　　 ●．．・●・＝●　　　　　　　　　　　　：＝：　　　462

　　　　　　　　、、、81・・　盤1　蹴…。・御　　　　　　　時間未満と6－8時間に2分されている。いま，6時間

　　　　自　　営　　　　　　＝燃＝ヒ：，　34　　　　　　未満働いている人を補助的な就業層として考えると，家

　　　　4族従業鷲競翫　　　　　　：ヒ：＆262　　　　　　族従業者では1／4弱と少なく，パート，内職層でも約半

　　　　轡】麟・・　落窪享蝶謹篇詩嚢讐1轡間労働
　　　　　　　　　　ロリゐロロロ　　　　　　　　　　　　　　　おア

　　　　内　　職　　；弼轍　　　　　　51　　　　　　　〈3＞働くことの経済的必要性と今後の働く意志
　　　　　　　　　旧．轟　　　275　　　　　814　　　1愚720肥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここでは働くことの経済的必要性を知るために，ぜひ

　　　　凡　興野＿。：鉾不　　　必要，まあ腰将来を考えると腰あまり必要でな
　　　　　　　　1；lg㌔：も21g：』1呈定明　　　　　　　いが働くことが好きに分けて設問した。ぜひ必要（33
　　　　　　　　　3：59　　7：59　　11：59
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％），まあ必要（30％），将来を考えると必要（26％），
　　　　　図一4　就業形態別毎日の労働時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働くことが好き（9％）の順で，現在経済的に必要と考

と，自営層では，家族従業者としての就業がほとんどで　　えられる層が約2／3である。主婦自営と家族従業者は，

あり，従業者層では，パート31％，内職26％，常雇用　　ぜひ必要（44％，40％）が多く，特にメガネ（61％），

25％にほぼ三分されている（表一6）。　　　　　　　　繊維（50％），その他の工業（48％）で目立ち，これら

　（2）就業経歴と就業実態　　　　　　　　　　　　　の自営層では，とにかく働かなければならない状態にあ

　結婚以来の就業経歴は，主婦自営層，家族従業者層で　　ることがわかる。しかし，金属・機械では，ぜひ必要は

は「結婚以来ずっと」（各68％，62％）が多い。また，　20％と低く，金属・機械で主婦就業率が低いことも合　　　　．

家族従業者でも「仕事をしたりやめたりしている」人は　　わせて考えると経済条件の違いが表れている。常雇用は

6％と少なく定常的な就業層となっている。常雇用層　　ぜひ必要（31％）と将来を考えると必要（44％）に分

も「結婚以来」（44％）が中心であるが，もう一方で子　　かれ，パート，内職は，家計補助のための，まあ必要

供の成長とともに働き出す層もみられる。　　　　　　　（各33％，43％）や将来のため必要（37％，29％）

　これらの層が継続的な定着層を主としているのに比　　が多い。また，将来のために必要だとする理由では，子

べ，パート，内職層は不安定な就業層となっている。バー

ト層では，「子供が大きくなってから」（33％），「子供　　　　　　表一7就業形態別働くことの経済的必要性

が小学校へ行き出・てから」（・・％）働き出す人が多・・　　　、。。。内，。人（鮒

また，過半数が現在の職場に就いて2～3年であること　　　　　　　　　　　　窪　雇　、　　の　計
は，この層での年令の広がりを考えると，一つの職場へ　　　　　　　　　　営　馨　崩　ト　職　㌦

の継続就業が少なく，不安定な状態を示している，内職　　　　ぜ　ひ　必　娑（、蒋、認1，（3鷺，口、1川，1，（3。1，誌も

層は，「結婚以来ずっと」（28％）と「仕事をしたりや　　　　　　　　　　　878　δlg　22　【137
めたり」（26％）している人に分かれる．。のよう｝。パー　まあ必盛・・…〔…1…8・（・曇一〔1・・）〔・…

ト納職層は，子供が小さく手がかカ、るうちは家で内職　…脳蹴、、ll，。1？，、，ll騰（・ll、（2Gl欄、

をやり，子供に手がかからなくなるとパートに出ていく　　　　篇贈露弔い（ゐく謁く協（1為q、1）㊥1）（論

形態をとり・しか耀一業層の2／3砧め湘営層に　・　・。、，1）〔、1。oo（．1、
おける家族従業者とともに混合地域における主轍労の　　　。　・一・85・511・…
典型タイプとなっている（図一2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1。o。）1。。。）（艮。。．o）（1。o。♪L。。。　qoo。　P。。）
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　　　　　　　　　　表一8就業形態別今後の働く意志　　　　　　　　めるのが大半で，経済的にやっていけるようになったや

　　　　　　　　　　　　　　，。。，，内，肴㈲　会社の倒産は少な・・従砂層で・子供が生まれると半

　　　　　　　　　　　　　　　　籠　障‘　1　　．の　計　　　　数の人がやめているが，自営層では35％と少なく，な
　　　　　　　　　　　　　　害，奔　用「ト　職　1㌦　　　　　　かなか家族労働から手がひけない状況を示している。

　　　　　　　　　　・　、翻論響町鵡繍も　駿認犠竃集瓢灘秘濃譲皇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　員が何らかの働く意志をもっている。他方，40－49才
　　　　　　　　　　表一9世帯階層別仕事を持った経験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　では「良い仕事があれば働きたい」（6ユ％）が多く，50
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（鰺）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　才以上では「働くつもりはない」が6～7割と大半であ
　　　　　　　　　　　　　　　自　　従　　無　　計
　　　　　　　　　　　　　　　営　萎　職　　　　　　　　　　　る（表一10）。以上のように家族の成長過程にある40才

　　　　　　　　　　　膏　　る　25　51　783　　　　　　　　未満の主婦層は潜在的な就業需要層となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　（2助（42．2）1（48、8）1（331）　　　　　　　　4．職住関係とその限定条件

　　　　　　　　　　　無　　い（7§1）（5箔（56．1）（1謡量）　　　　　　　　　4－1　自営層の職住関係とその限定条件

　　　　　　　　　　　　詳　　114121　16251　　　　　　　　　（1）現在の職住関係
　　　　　　　　　　　　　　　（100．ω（100．の（1000）　lOOP）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住工混合地域の土地利用の将来を考える場合，主要階

　　　　供の教育のためが40～50％と中心である（表一7）。　　　層である自営層の職住関係，とりわけ環境上の問題をも

　　　　　今後の働く意志については，ずっと勤めたい（33％），　っ工場と住宅の関係は重要である。小零細事業所の職住

　　　　　できれば勤めたい（35％）と2／3以上の人が勤めたい　　関係は，家族労働を主体とするため同一建物内での併用

　　　　意志を表している。自営，家族従業者では，ずっと勤め　　形態が中心であり，その発展として敷地内で別棟にした

　　　　　たいく44％，36％）が多い反面，できればやめたい（27％，　りすぐ近くで分離する形態がある。一方，一般的にいえ

　　　　25％）も相対的に多く，経済的に働かねばならない状　　ば職住の分離は家族労働から解放され，雇用中心の経営

　　　　況を示している。またバート，内職層ではずっと勤めた　　体になって始めて行われると考えられる。しかし，近年

　　　　　い（16％，26％）という積極層は少ないが，できれば　　顕著なもう一つの分離形態は，自営への新規参入時から

　　　　勤めたい（60％，51％）とする層が多い（表瑠）。　　　専用借工場に入居するケースである。東大阪市の民間貸

　　　　　3－2働いていない主婦の就業に対する態度　　　　　　工場に典型的にみられるが，旧い混合地域でも移転工場

　　　　　　（1）過去（結婚後）の就業経歴と仕事をやめた理由　　や廃業工場を借りるケースが生じていると思われる。

　　　　　現在仕事を持っていない人に対して，過去の就業の有　　　ここでは，現在の職住関係（工場・店舗と住宅の空間

　　　　無と今後の働く意志を聞くことによって，潜在的な主婦　　関係）を，①同一建物，②敷地内別棟，③近くで分離，

　　　　就業層を把握しようとした。過去の就業経歴で結婚以来　　④離れているの4つに分類した。

　　　　仕事をもったことのない人が67％と多く，主婦就業率　　　「同一建物」が58％と過半数を占め，「敷地内別棟」

　　　　　の高い住工混合地域でも働かないでやっていける層はか

　　　　　なり固定的であることが考えられる。特に，自営層では　　　　　　表一10主婦年令別今後の働く意志

　　　　就業経歴のある人は22％と低く・・れらは主婦の家族　　　　，、＿。、。，。燗

　　　　労働を必要としない比較的経済条件に恵まれた自営層や　　　　　　　　　　　　オ　」　1　～　オ　計

　　　　専門的職業層であることがうかがえる。一方，従業者層　　　　　　　　　　　　　以　39　49　59　以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下　　才　　才　　才　　上
　　　　　や無職層では・過去に仕事をも・た人は4割強と自営層　　。、。で、。、．、、・2…　，

　　　　　と比べて多い（表一9）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く94）　　　　　（24）

　　　　　仕事をやめた理由で最も多いのは，「子供が生れたか　　　　　τ監甜富沢（5為（晶（111）釦葛く【品）（銘

　　　　　ら」（39％）という人で，次いで「経済的にやっていけ　　　　　慰g騨あれば働q轟（1轟（61．｝）伽も伽る（2誌

　　　　　るようになった」（12％），「子供に手がかかるようになつ　　　　　鰍つもりは郎、　8　8　5u　τ52
　　　　　た」（11％），「子供が小学校へ行きだした」「会社が倒　　　　　　　　　　　　（2凋（i鋤（2葡（64’7）（7ω（3部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　11　22　18　17　星0　83
　　　　産した（各8％）の順である。子供の成長との関係でや　　　　　　　　　　　㈹o）伽・（1・“。）（1。。P）（塒。）1。・．。）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　表・一11　地区別工場・店と住宅の関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件数（％）

　　　　　　　　　　　　　　同岡近内訳簾　内訳　不　　　　　　　　　　　　　　じ　　じ　　く　　　　　　　　れ

　　　　　　　　　　　　　　建敷髪墜塁蕊厘塁覆鞭以不不　計
　　　　　　　　　　　　　　物地る町町る町町区でれ外定明閣
　　　　　　　　　　　九籟議、ll畠謁’71鵡520’220，鵬
　　　　　　　　　　　申浜、，瓢、あ、、蜀131〔，il，8’41003渦，鵬

　　　　　　　　　　　神路、、£ろ、、葛、、謁154、，ll、’2254050、協　　　　　　　噂

　　　　　　　　　　　・島謁（1凱、．唇51。ll　930。且1（、1〕（協

　　　　　　　　　　　　計、三島（11あ、、％507《1旱亀348915811（論翻、　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　　　　注）　内訳は工場臣店の所在地

　　　　　表一12職業別工場・店と住宅の関係　　　　　　　経営形態との関係では，経営者1人や家族労働層では「同

　　　　工内訳＿。。．讐働　一勘」が2／・と主流であり・闘者が主にな・て始め

　　　　．窟＝＝1蕪。ま1租．・　豫魏瀧灘讐遡源篇芸董叢婁雪禦

同じ廻物雷駄晶（晶（晶（晶（滴（6篇く晶（6論ぱ1）認）　分離を行っている（図一5）。

・・勲、島（謝、も，。1，0。，脳、、。1温，。。1藷）　以上のように小零細自営層の粧縣1よ経営や労働の

　　　　8g蹉　7　G　8　1．18　2　1　！57　　形態に強く規定され，職住の一体化形態は家族経営，長
近くにある

　　　　（1ω（1ω（1ω　　（19’5）（5’6）．（u’蝋醐（11」）（4－6）qao　　時間労働を支える空間的な条件になっている。逆にいえ

鰍・…正編・・；）（・凱墨。論、ゐ・・｝）。。1，晶　ば，小鞠自営層の将来の職住関係は，。うした舗や

不　明（ゐ　。（ゐ　。　。　。　o　o　。（義（誘　　労働の動向をぬきにしては考えられず，将来は職住分離

　計　（1晶（鵬（1鵡鵬）1品1品1晶1論（mも〔1謡謡呈）　　が進行するだろうと安易に推測することはできない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次に職住関係の近年の動向，とりわけ職住の分離傾向

を含めると70％に達する。分離が行われているのは，　　について考察する。現仕事開始時期との関係でみると，

「近くにある」（12％）と「離れている」（17％）を合わ　　いずれの時期も「同一建物」が過半数と多い。しかし，

せても30％弱である。「離れている」といってもその　　昭和40年以降，とりわけ50年以降で「離れている」層

半数近くは同一町内であるため，自営層の職住関係は同　　の増加が特徴的である。その反面，「敷地内別棟」層は

一町内に90％が含まれ，極めて近接した関係にある。　　減少している（図一5）。

地区別には，旧い住工混合地域の九条南，田島で同一建　　　いま，昭和39年以前の層と40年以降の層に分けて業

物が多く，中浜，神路で分離層が相対的に多い（表一11）。　種別にみると，工業では「同一建物」「離れている」が，

　こうした職住関係を規定する要因として業種や経営お　　商業では「離れている」が，その他では「近くで分離」「離

よび労働の形態が考えられる。業種別にみると，建設・　　れている」が増加している。これらの職住を分離してい

運輸関係で「離れている」が8件（44％）と多いがほ　　るのがいかなる階層かを所有関係との関連から考える。

かの業種では一体化傾向が強い。工業については，繊維，　今回の調査では，事業所の所有関係（分離している場合）

メガネでとりわけ一体化傾向が強く，繊維では同一建物　　を聞いてないので住宅所有関係と形式から類推する。所

が，メガネでは同一建物，敷地内別棟が多い（表一12）。　有関係別にみると，40年以降，工業で借家居住者の比

　　　　　　　20　　　　　　4。　　　　　　60　　　　　　80　　　　

全　　体　　　　。…鞭　　　　全　　体　　　　　罐i・　　　全　　体　　　　　冒…46。
　　　　　　　　0　　　　　　　　　　1ユ　　　1　　　　　　　：

　　　　　　踊　　　同　　近　　　離　　　　不
　　　　　　じ　　　じ　　く　　れ
　　　　　　趣　　敷　　にあ　てい
　　　　　　物　　地　　　る　　る　　明

　　　　　　　　　　　　　　図一5　経営形態別世帯労働の型別仕事開始時期別職住関係
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　　　　　　　　　　　　　　　　表一13　業種別仕事開始時期別職住関係・住宅所有関係・住宅形式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職住関係　　 所有閲係　　　 庄　宅　形　式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　間　　同　　近あ離い　そ不　持　　僧　　階　　社　一｛　一（　長（　長（　木ア　鉄ア　文　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　胴長・れ雷薄湾　　岬町月頃f↑蛋
　　　　　　　　　　　　　　　　　忌垣に6てる・明家家家宅建）建）配）屋）遣ト筋ト宅

　　　　　　　　　　　　工繍　　99272824　1998688　343772523　2　4　…〒9　　　　　　　　　　　　　　89無まで（55の（応9い5の〔18のく0．5，（55・8）〔艶1）｛2L2）＜L7）〔24．の（43・O〕．（14・O）（臣8）〔L1（22＞〔O・の（1000，

　　　　　　　　　　　　叢警年以降（、才1》（1．る〔11．島（，島　0（鍬11島（、藷　。（，，1）（、ll）（、ll帰も0（、1）（。1焔1）

　　　　　　　　　　　　・野。、。，、箔q1．も，論，、島0，晶。1編畠0。獄，1撫1、．、，罷，（、．1，品）ほ1，識）

　　　　　　　　　　　　　　昭和　

170880163807夏82002828　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　40年以降　（60．τ）　　　（107）〔処6）　　　（57D（107）（285）　　　（25・①（‘64）｛7L）　　　　　　（m〕（10・7）（LOOO｝

・　　　　　・凱、。（、ぎ島。講、識、、島。。ま撫畠爾。、，ll）（，。．馬、，撮もoo論、論

　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　・．膿以降、、。島、、2、葛，、2．1、、32葛，，乱、。、＆、，、乙、、、乙0、。．島、、2葛、、。1）（12至，0、、．1、。識，

　　　　　　　　　　　　　　討　＆ll〕（高（謁（論（。乱alあ（ll島く鴇（。1）（鵡（鷺あ鵡（孟1）（。母）（と1）〔認）（欄、

　　　　　率が21％から45％へと大きく増大していることが特　　　　　表一14工場・店と住宅の現在と将来の関係

　　　　　徴であり二業では変化なし・その他では若干持家牌　　。。の。。近。．住。不件讐

　　　　　囎えて…また住宅形式でみると・工業では戸醜　。在関係㍑隷薫・　・＋箆
　　　　　は減少し，長屋層や件数は少ないが鉄筋アパート，文化　　　　の開係　　　物　地　離　もい　外　他　明　　　〔紛

　　　　　住宅層が増えている。また，商業では，戸建と鉄筋アパー　　　　間じ建物（1爲（鵡〔、論（重貌1論（1．駄鴻（1三田．8

　　　　　ト・文化住宅が厭その他では渚門戸建層が厭で　鵬蝕、、、脇，。踊。．島・、編1・1．・

　　　　　いる二一13）・　　　　　　　　　近、。あ、・・1・・1・・…5・、。4
　　　　　　以上のことから新規来住層を考えると，工場自営層で　　　　　　　　（22・8）伽）（358）〔3砿＆蝋鮒（乳。）（・㈲

　　　　　は，二つのタイプの零細借工場化が予想される．一つは，　脚ている・・と1・（1躍1・〔蓋鵬・・島。1蕩甜…

　　　　　従来から混合地域に多い「同一建物」である併用工場へ　　　　不　　　明〔、ゐ　0　0　0（闘1》　。（、呂駄量謡　蒔

　　　　　の入居層である・しかし・いま一つ・「離れている」層　　・　漏鵬。ll）〔…編る、。鵬課・・。．・

　　　　　については，経営発展の結果職住が分離されたのではな

　　　　　く，鉄筋アパートや文化住宅に居住しながら専用借工場　　なく，現在おかれている職住関係の評価のうえに将来の

　　　　　で開業する最も零細な層の参入である。こうした混合地　　方向を考える。そのため，現在の職住関係別に将来志向

　　　　　域の工業における所有関係の変化，借工場化傾向は次の　　をみるとその評価はより明確になるだろう．最も評価の

　　　　　点で重要であろう。第一に，専用借工場については，居　　高いのは，「敷地内別棟」層であり，将来も「敷地内別棟」

’　　　　住主体でなく，しかも極零細層であるため，そうした層　　とする人が58％を占める。「同一建物」層についても，

　　　　　の増大は公害防止という点から問題になるだろう。しか　　将来「同一建物」とする人は44％と依然として多い。

　　　　　し，第2には，経営交代に伴う所有関係の変化，借工場　　他方，現在分離している層はどうであろうか。「近くに

’　　　　化といった地区更新が生じていることは，そうした更新　　ある」層は，将来とも「近くで分離」が37％と思った

　　　　　時をとらえて，公的に規制，誘導を行うことによって望　　より評価は低く，近くで分離していても，職場の管理や

　　　　　ましい土地利用への転換や居住環境改善に結びつける可　　家族労働の得やすさ等障害となる条件の存在をうかがわ

　　　　　能性をもつという点から重要である。　　　　　　　　　せる。これは，「離れている」層についてみるとより明

　　　　　　（2）工場・店と住宅の関係についての将来志向　　　確である。すなわち，将来とも「離れてもよい」とする

　　　　　　将来の職住関係については，「同一建物」「敷地内別棟」　のは16％にすぎず，「住宅は郊外」（8％）を含めても

　　　　　「近くで分離」に加えて，離れる場合には「離れてもよい」　1／4にもみたず，むしろ「近くで分離」（25％）や「同

　　　　　「住宅は郊外に移したい」の5つに分けた。　　　　　　　　一建物」（20％），「敷地内別棟」（16％）等の一体化志

　　　　　　現在の職住関係と将来志向を比較すると（表一14），　　向が強い。これは，前三者で現在の職住関係が将来志向

　　　　　将来に向けて志向の強い形態は，「敷地内別棟」（11％　　でも第1位だったのとは対照的で，極めて評価が低いと

　　　　　→25％），次いで「近くで分離」（12％→18％）である。　　いえる。

　　　　　逆に評価の低いのは，「同一建物」（58％→34％），およ　　　一般的に考えると，住工混合地域での職住一体化評価

　　　　　び「離れている」（17％→離れてもよい5％，住宅は郊　　が高いのは，現実の空間形態がそうであり，そこでの利

　　　　　外10％）である。　　　　　　　　　　　　　　　　　便性にしばられた結果であって，分離をした場合には，

　　　　　　自営層は職場と住居の関係を一般的に志向するのでは　　住生活，住空間上の様々な圧迫や障害から解放され，ま
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　　　　　　　　　　　　　表一15職業別世帯労働の戸別工場・店と住宅を離せない理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（騒．ム．）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　　婁　　　別　　　　　　　　　世欝労働の戸別

　　　　　　　　　　　　　　　工　内　訳　霞商サ導家戸家乱髪一〔一
　　　　　　　　　　　　　　　　　金織　・そ設　　1阿瑠弩磁鍔壽計
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝・娠　・霊駆・講醤
　　　　　　　　　　　　　　　業　　械　　維　　ネ　　他　　幡　　舞　　ス　　業　働〕　働　働嚥　働）　働

　　　　　　　　　家族ぐるみで働い　　88　37　　19　　エ8　　M　　　5　42　11　　2　81　89　　0　　20　　7　M7
　　　　　　　　　τいるから　　（48・の（8凋〔‘4・2）（59・D（53．8）〔50、。）（45．7）（5U）（・0①．〈54．4）（4τ①　　（8眠7）（2。．ε）（44．4）

　　　　　　　　　遅くまで仕事をす85882815　9　824　8　276且6　426　9181　　　　　　　　　　　。
　　　　　　　　　るから　　（45・。）（88B）（53・5）（68．2）（84．9）（副（26，且）1（44，4）K　o，Ω）（51。）（19，3）（醐（491）（26．9）（89．6）

　　　　　　　　　職場を皆理する必　　65　　47　　10　　 4　　 5　　 5　　29　　 5　　 2　　46　　33　　 4　　18　　13　114
　　　　　　　　　翼め；あるめ｝ら　　　〔84・9）（480）（28．3）（L8、2）（19、2）（50、O》（3L5）（27、8》（40．O）（3ゆ．9）（轟98）（53．3）（34．O）（3ε．2）（34，4）

　　　　　　　　　画方だと経済的に　　45　28　　9　　2　　ε　　5　27　　2　　1　40　14　　6　17　　7　84
　　　　　　　　　負担になるから　　（2＆8＞（28，6）（20．9）（9．1）（2＆2）（50．0）（29重）｛IL1）（20①（26．8）（1臥9）〔50コ）（昌2．ゆ（20」6）（25．4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　避勘カニ畏』、とr）カ》　　89　　29　　　4　　　1　　　5　　　2　　24　　　0　　　1　　22　　19　　　乳　　19　　　8　　69
　　　　　　　　　オしるカ》ら　　　　　（2｛L6）〔29．6）（9、8〕（4．5）（19．2）（20．0）〔26．1）　　　（20」〕〕（14，8）（22．3＞（88）（85．8）（28．5）（20，8〕

　　　　　　　　　・・　他（誘（二野（．1）ooく、1）。。（、葛（．1）o渦（111，【謡）

　　　　　　　　　回答煮鉄器、謝，謡磁）〔1島島（論、謡）論，晶）謡覧〔1識（llゐ論（1蹴島㌔、

　　　　　　　　　回　　答　　奉　 （蛎）　　70，0　65，3　86．0　75．9　53．4　55．6　78．0　78．3　55．6　77．2　72．2　57．1　73．6　57．6　72．O

　　　　　　　　　　　　　　注）　回答寧は煽査対象自営履全体に対する比率

た仕事と生活のけじめがっく等から評価が高くなること　　業以外の商業，サービス業等では「家族ぐるみで働いて

が仮設できる。しかし，ここでは事実がその逆であるこ　　いる」が主な理由である。世帯労働との関係では，長時

とを教えており注目すべき結果である．といえよう。また　　間労働層で「遅くまで仕事」，家族労働層で「家族ぐる

「住宅を郊外に移したい」とするのは，各層とも10％　　みで仕事」が多く，「職場管理」のためはいずれの層か

程度と志向は強くないが，ここでも分離している層で若　　らも出されている。また，ユ人労働層についても「家族

干低い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐるみで働いている」からという理由が長時間労働で

　このように，住工混合地域の自営層では，敷地内別棟　　38％，普通労働で21％ある。これは，主婦を始めとす

を頂点に職住一体化志向が強く，．分離する場合もせいぜ　　る家族を労働予備軍としてあ．てにしているか，あるいは

い近くまでとなっている。．そのため職業による差はあま　　主婦票では無職，就業時間無しとなっているが現実には

りみられないが，環境阻害要因をもつ建設・運輸や金　　様々な形で経営に組みこまれていることが考えられる

属・機械工業では「敷地内別棟」や「近くで分離」，メ　　（七一15）。

ガネ工業では「敷地内別棟」が多く，逆にそうした要因　　　他方，分離したいとする人は少ないが，その理由をみ

の少ない衣服工業や商業，サービス業などでは「同一建　　ると「いっしょだと気分が安まらない」が多項目で60％，

物」志向が相対的に高い。　　　　　　　　　　　　　　強い理由でも50％と圧倒的に多い。そのほかには「う

　（3）工場・店と住宅を離せない理由，離したい理由　　るさい」「整頓できない」が20％強，「健康に悪い」「教

　職住関係を規定する要因を知るために，将来の職住志　　育環境が悪い」が10数パーセントである。しかし，こ

向が，同一建物，敷地内別棟，近くで分離とした人に離　　れらの理由は全体として少ないとはいえ，おかれた物理

せない理由を，また近くで分離，離してもよい，住宅は　　的状況によって規定されるため，調査の中でも，鉄骨造

郊外とした人に離したい理由を多項目選択および特に強　　りのクレーンの上に住宅があり，振動と騒音で声がよく

い理由として聞いた。職住の一体化志向が強いため，離　　聞きとれないといったケースもあった。

せない理由の回答率が72％と多く，離したい理由の回　　　職住の分離は住生活上の要求として表れるので家族型

答率は30％と少なし㌔　　　　　　　　　　　　　　　　との関係をみる。最も大きい理由である「気分が安まら

　まず離せない理由では，「家族ぐるみで働いている」　　ない」が核家族（7－15才），核家族（16才以上）で70

（44％），「遅くまで仕事」（40％），「職場管理」（34％）　一80双面と目立って多い。これは経営に力を入れる時

のための三つが大きい理由であり，特に職場管理のため　　期と家族の成長が重なってくるためであろう。「教育環

は強い理由となっている。次いで「工場・店と住宅の両　　境が悪い」については，核家族（子供が6才以下）がケー

方だと経済的に負担」（25％），「通勤が長いとっかれる」　　スは少ないが4／7件で目立ち，実際の教育期にあたる核

（21％）である。　　　　　　　　　　　　　　　　　家族（7－15才，16才以上）層の10数パーセントと少

　職業別にみると，金属・機械では「職場管理」が多いが，　ないのと対照的で興味ある結果を示している。また，「健

繊維，メガネは「遅くまで仕事」「家族ぐるみで働いて　　康に悪い」も子供の小さい核家族（6才以下）で多く，

いる」が多く，より零細な状況を示している。また，工　　老人がいると考えられる夫婦だけ（33％），世代家族
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一16職業別家族型別工場・店と住宅を離したい理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（M．，△．）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　　叢　　　別　　　　　　　　　　家　族　型　別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二毒妻儲二灘1三世鱗・

　　　　　　　　　　　　　気分が安まら．ない4886　4　8　72。　4　重　5　52924　9　488
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（関・9）　〔59・O）　（30．8）　（53畠）　（7吼8）　（76、9）　（‘67）　（25．O）　（駆．6）　（7L◎　く肥．9）　（4肌D　く砿9）　（‘4、4）　（68，L）

　　　　　　　　　　　　　うるδい18エ5　0　8　1　7　2　。　3　1　815　4　129
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。・幻（24・6）　　（20・O）（量1・D（麗・9）（3鋤　　　（3鼠8）（14、8）（8・6）（29，4）（28．5）（11．9（21．O）

　　　　　　　　　　　　　・・ん・…，、ll，．、、嵩，、。あ繭。。。1鰯品、、。ち、，，1）（識鵡渦1、誘濁

　　　　　　　　　　　　　敏青環境め置わるし、126380アOIO4682222　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔18・5）〔9．8）（25・D（20．o）　　　（269）　　　（250）　　　（5監1）（17．　D（15，7）（1しの（22、2》（匡5，臼）

・　　　　　　　　　健贋にわるい12田　0　2　2　6　2　2　8　5　6　8　5　225　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（L85）　（L臥4）　　　　　　　（laの　（22．2）　（囲　U）　（38．8）　（50，0〕　（聞昌）　（71』）　（L監1）　（　邑9）　〔2駄4）　（麗．幻　（i8，1）

　　　　　　　　　　　　　・・他，、1葛〔1乳も、、認、（1。る、、1．も（1。1，。0、、、も0，。葛、、。も（U，島（1L躍、

　　　　　　　　　　　　　回箸薯致1島1〔、島1）〔1品1謡）1。。1耀）、。。1）1。。1）、。。亀G。。1（1島1識1晶、与島呈）

　　　　　　　　　　　　　回　符　串　（％）88．0　40．7　16．5　麗．6　50．02．0艶．1“．4　18．080，48●．8　駆．甲　麗．240．g　ao．0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庄）回答率は観査対象述語口全体に矧する比串

　　　　　（29％）でも相対的に多い。職業別にはあまり差がな　　研究室で行った調査と比較する。この調査では，15分

　　　　いが，阻害要因が大きいと考えられる工業で，むしろ「気　　まで52％，30分まで78％で，今回の．結果とあまり差

　　　　分が安まらない」や「健康に悪い」をあげる人が少ない（表　　はなく，通勤範囲の広がりはみられない。通勤時間の短

　　　　一16）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いのは，工業と都心区への就業がかなりある商業で10

　　　　　4－2　従業者層の通勤実態とその限定条件　　　　　　　　分までの比率（各46％，42％）が高く，特に金属・機

　　　　　（1）通勤実態　　　　　　　　　　　　　　　　　械では半数の人が10分までである。逆に遠いのは専門

　　　　　ここでは，従業者層（世帯主）の通勤について，職場　　的職業層で30分以上が5割近くを占め，60分以上の人

　　　　所在地，通勤時間，通勤手段からその実態を考察する。　　も16％ある（表一18）。主婦層では，8割以上が20分

　　　　なお，比較のため通勤を行っている主婦層（常雇用，パー　　までであり，世帯主より一層限定されている。

　　　　　ト）についても検討する。　　　　　　　　　　　　　　　通勤手段は，徒歩（19％），自転車（14％），マイカー

　　　　　従業者層の職場所在地をみると，同一・周辺町（29　　（20％），バス・電車（48％）であり，大都市の一般居

　　　　％），隣接区（24％）と隣接区までで過半数を占め職住　　住地ではほとんど考えられない徒歩や自転車が1／3品目

　　　　は近接している。しかし，都心区やその他の市内，府下・　　めていることは注目される（表一19）。ちなみに職住を

　　　　他府県も各10～15％あり，自営層の同一町内が90％　　分離している自営層での通勤手段は，徒歩（47％），自

・　　　と比べると，従業者層の通勤圏域は一定の広がりをもつ　　転車（8％）が過半数である。また，主婦層でも常雇用

　　　　ている。職住が近接しているのは，特化工業業種の就業　　で徒歩（33％），自転車（29％），パートで徒歩（50％），

　　　　層で，同一・周辺町という地元就業が4割前後，隣接区　　自転車（17％）と徒歩や自転車が主要な通勤手段となつ

’　　　までで3／4弱と多い。また，その他の工業，建設・運輸，　ている。

　　　　商業，サービス業等の従事者は隣接区までで約半数と

　　　　なっている。一方，地元就業率の低いのは，専門的職業　　　　　　　　　下司7職業別職場所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件致（％）
　　　　層（3％）で職場所在地は広域的に分散している（表一　　　　　　　エ　内　駅　ロ　商　サ　奪　杯

　　　　17）・地区別にみると藻積条件の高・・九条南で地元就　　　締禍：　職怨計
　　　　業率（44％）が高く，神路や田島でも隣接区までの職　　　　　　　叢　報’ネ　他　・　桑　ス　桑　’明
　　　　場が多い。これに比べると，都心に近く交通条件の良い　　　芸才爵〔鵡（論（論（2渦（8＆＝）（8Ll〕御る．（8．1）纏t）（2鍋

　　　　中浜では，相対的に職場所在地が遠い。　　　　　　　　　　贋使区（慮1）（8品目、ゐ伽1〕（晶（、、島（3講（、鳥（2巳駄晶

　　　　　主婦層は，パート層では地元（同一・周辺町）就業　　　　．　ア　5　1　！　8　611　2　9　588
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　5、の　（　　且．5）　〔　9．k）　王16．7　　（25，0）　（26，2）　（14．5）　〔290）　（23，8〕　（16，7）

　　　　　（67％）が中心で，常雇用層でも地元就業が半数あり，　　　＠他の　1410　1　8　5　4　2　4　488

　　　　遠くても隣接区，都心区までである．　　　　新肇1（1肇將（2“1（響‘㌘。Zl爪響ll）

　　　　　次に通勤時間をみる。10分までが37％，30分までで　　　他府県（1L9伽）（9・1｝（15．τ（4・2）（剛（里4．8｝（29．の（14．3）q4・9）

　　　　73％とほぼ3／4を占め，60分以上かかる人は4％にす　　　不　定　o　o　o　。（81）　。　。　。．。〔轟

　　　　ぎない。ここで，近年住工混合地域居住者の通勤範囲が　　　　　計　（量畿（謡｝．1晶（t論（、齢（、謡〕温）1挑（、論（織）

　　　　広がっているのかどうかをみるために1969年京大三村　　　　　　　注）輔所在地糊分48件q7．4紛1ま腐・ている。
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　　　　　　　表一18　職業別通勤時間　　　　　　　　　　　　表一21　職業別世帯労働の国別職場と住居を離せない理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件歌（勝）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監、1．Aj

　　　　　工　　 内　　訳　　．霞　　商　　サ　　邸　そ不　　　　　　　　　　　　　　　　 臓　　　業　　　別　　　　　 世帯労働の馴別

　　　　　　　釧繊．そ撃　・爵の計　　　　1・・・…　1・訓11湘・・
　　　　　轟詳論・顯他・　　　8…聡慧：：ll竃1鷺・
　　・・分・で、島！橘（、6撫も，、。1構、，、島（121）（，。る議　　　蝿㌧．濃，、墓↓1蹴1認鷲

　　・…で、も1、謝、｝）（。葛、，。島〔1。1）（，、亀（1。1，（131欄　一一・〔・誌，、，名’、。1幽，，1、1、，1、、，1辿。：（1。ち1、、播，

　　・・分・・。職孟、、。1、、。も、，．1、，，乙も。．1，、，。賑島、鵡　・くま嚇・・鞠撫1…1・品繍・。1遍壷轟・1磁

・…、編・識漏、論為、繍　毒・肇・篇　協1、－繭玉漏品
　　、。。、で187・5・…　　82・　曲・・協，，1漏1、轟，1扁，・。1；，認、，翫，1識，．、，ll耀〕
　　　　　（L2，の《9．7）（　9．1　（26．9（ 4，0）く且2．勾（ 7，1）（ 94）（監8．O）（乳1rO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凶　勤　霞　が　　5　　1．　1　　0　　且〕　3　　1　　L　　L　　3　　4　n　　　　　　　．
　　9。分まで．5　8　0　0　1　0　0　5　0　9　　縞くつ＜〈83）（・・｝k561、　n・・〕k・5拙・・，」〔・・［・〔1・3，’・マ・1〔・マ〕（・・）

。。響帆柱．。（響鍔　・・他、。躍0、．・脇幅：。、繍，。蹴
　　　　　、。，7，、119（lll’411、82、8留　・回数、島1描「、、品1．品1，・11．も、ゐ1磁＿制。撫1撚㌔，

　　　計　　　　　く100・0）　100の　LOO①（lOO』）〈1000）．100Φ　1帆の　且OO・O）　100ρ　 1鳳O）　　　　　　　」明　 答　 饗　ζ％）　60．5　57、1i45．0　噸3．8　38．5　50，0　5L4　73．7　30．4　窪7．3・48『9　45幽3

　　　　　　椥通豊国不配分3鱒（14・1鰯）‘ま隙いている・　　　　　　　　　　榊陽湖調鮒乗従鶏榊体に桝砒ヰ

　以上のように住工混合器域は，地域内工業や商業層を　　　ほかに適当な住宅がみつかるとして，職場と住居をど

中心とした居住立地限定階層の居住地として機能してい　　こまで離すことが可能であるかを聞いた。離せる限界は，

る。それとともに，大都市の平均通勤時間が1時間以上　　徒歩・自転車の範囲が24％，片道15分までで37％，

にも達するなかで，相対的に良い通勤条件を求める専門　　30分までで76％，1時間でもよいは24％である。こ

的職業などの地域外国三層の居住地ともなっている。　　　れを前にみた実際の通勤時間と比較すると，30分まで

　（2）従業者層の通勤限定条件　　　　　　　　　　　が73％でほぼ対応している。しかも，実際の通勤時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が30分以上の層についても，半数近くの人が限界は30

　　　　　　　表一19地区別通勤手段　　　　　　　　　分までと答えており，混合地域居住者が居住立地限定階
　　　　　　　　　　　　　　　　　件数（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層であることがわかる（表一20）。また，1969年の調査
　　　　　　　　徒　　　自　　　マ　　　バ

　　　　　　　　　　　転　　イ　　干　計　　　　　　　結果「専用住宅層では80％以上が30分までを限界と
　　　　　　　　歩　　嘩　　1　蛋　　　　　　　　　　している」と比べると，それ以降の大都市における職住

　　　　　九補　〔ぷ，（鳥（晶．（，路（竃蹟〉　　　　　　の遠隔化を反映してか，限定条件が若干緩くなっている。

　　　　　　　　　3　6　12　37　58　　　　　　業種では工業や建設・運輸で，地区では神路，田島で限
　　　　　中　浜
　　　　　　　　（52）（里㈲　（2。7）陣8）（L。α。）　　　　　　定条件が強い。

　　　　　賄・・ll・〔晶（勘・そ1・・晶　　　職場と鋸を継ない舳で、、，過半数の人が「勘

　　　　　田凪（2鵡qゐ（1ゐ（411）〔鵡》　　　　　が長いとっかれる」（55％）を上げており，次いで「遅　　　　’

　　　　　・鵡論〔、1～擢1、搬　　　くまで仕事」（23％）である・「仕事がきつい」（3％）
　　　　　榊田下糊分53件〔1g．2％）1‘除いている。　　　　　　や「通勤費が高い」（4％）は少なく，また世帯主に聞　　　　，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いたためか「家族が働いているから」（3％）とする人

　　　　　表一20現在の通勤網引と離せる限界　　　　　　もほとんどない6｝。業種別にみると，肉体労働である工

　　　　　　　　　　　　　　　　　件致（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業や専門的職業層では「通勤が長いとっかれる」が主な
　　　　　　離せる離徒範夏5301
　　　　　　　麟　ぜ　歩　分　分　題　　　　　　　　　理由だが，建設・運輸，商業では「通勤が長いとっかれる」

　　　　　。。。覗・・董計　　「遅・まで仕事」回方を上げ・い・・ま・，世帯労働

　　　　　通勤剛　　い　の囲　で　で　い　　　　　　　　　の型でも長時間労働や残業型の人は「通勤が長いとっか

　　　　　1。分まで〔7：｝読lG轟｛、ζ；｝（111，謡，　　　れる」とともに「遅くまで仕事」という条件が加わり，

　　　　　2。分まで　　2　8　13　13　182　　　　　　より限定される結果となっている（表一21）。
　　　　　　　　〔　63）　〈　94　　（40．6〕　〈40、6）　（　3　D　（1000）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5，まとめ
　　　　　　　　　　　　　　む　　　ユ　　　る　　ロヨ　　るる
　　　　　30分まで
　　　　　　　　（68〕（68｝（2．3）．1．（訓5）ω95＞〔1。。．o）　　　　　　　丁丁混合地域居住者の就業構造，職住関係からみた居

　　　　　4。分まで（ゐ　。（誌）（、，1）く4，羨望品　　　　　　　住立地の限定性は，次のようにまとめることができる。

　　　　　60分まで　（晶（為（1，乱2，駄5猫1論　　　　　　　　（1）住工混合地域における就業からみた居住者階層

　　　　　　　　　　o　。　1　2　4　〒　　　　　　の特徴は以下の点にある。①工業および商業自営層，工
　　　　　61分以と
　　　　　　・、鵬：lil：：iil：慧il竈ll．難萎叢雲灘春鳥稔蔑；髪1、繋鯵
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　　　　　②自営層では家族労働，従業者層でも共働きや子弟の就　　一建物層である。他方，近くで分離している層では1／3

　　　　　業で多就業形態をとる世帯の多いこと，③地域内就業率　　強と思ったより低く，現在離れている層では，将来も離

　　　　　が高いことである。　　　　　　　　　　　　　　　　　れてもよいに住宅は郊外を加えても1／4にも達せず最も

　　　　　　（2）　自営層の就業上の特徴は，家族労働（67％）　　評価が低い。一般的には，職住を分離すれば，一体化に

　　　　　と長時間労働（58％）で，家族長時間労働（42％）が　　よる様々な障害を除くことができると考えられるが，事

　　　　　主要階層となっている。そのため世帯主だけが10時間　　実は逆の評価で注目すべき結果である。

　　　　　未満働いているという層は10％強しかない。従業者層　　　こうした評価をみると小零細層では安易に職住分離が

　　　　　では自営層と比べると就業からの職住限定条件は緩い。　　進行するとは予測できないし，それがめざすべき方向だ

　　　　　しかし，主婦就業を含めた世帯労働の型でみると，約　　と考えることもできない。もし分離する場合にも空間的

　　　　　1／3が10時問以上の長時間労働や常時残業，不定時勤　　には分離しても機能的には一体化する要求が強く，スー
、

　　　　　務層など，約1／3が共働き普通労働であり，世帯主だけ　　プのさめない距離ではだめで，必要な時に呼んで聞こえ

　　　　　が普通労働を行っているのは残りの1／3と少ない。こう　　る距離といった条件が必要とされていることがわかる。

　　　　　した自営層における家族長時間労働，従業者層での長時　　　（6）職住を離せない理由は，家族ぐるみで働いてい

　　　　　間労働，共働き労働といった就業状態が，居住地を職場　　る（44％），遅くまで仕事をする〔40％）という就業上

　　　　　の近くに限定する基礎条件となっている。　　　　　　　からの必要性に加えて，職場管理のため（34％）があり，

　　　　　　（3）主婦の就業率はほぼ2／3で，全国（41％〉や　　これはより強い理由として出されている。職場管理の内

　　　　　大阪府（43％）と比べて極めて高い。自営層世帯では　　容は盗難や火災予防といった単なる管理だけでなく，就

　　　　　3／4の主婦が家族従業者として，従業者世帯でも過半数　　業時間外の取引上の打合せ，アイディアがわいた時すぐ

　　　　　の人が仕事をもち，就業形態は常雇用，パート，内職に　　に仕事にかかれる，主婦が働いてない場合でも従業員の

　　　　　三分されている。とくに自営層での家族従業者，従業者　　世話など諸々の手伝いができる等幅広いものであり，小

　　　　　層でのパート，内職は住工混合地域における典型的な主　　零細工場の職無関係をより一体化させる条件となってい

　　　　　婦就労形態となっている。他方，現在仕事をもっていな　　る。職住を離したいとする層は少ないが，いっしょだと

　　　　　い主婦では，結婚以来働いた経験のない人が2／3と多く，　気分が安まらないため仕事と住生活のけじめをつけたい

　　　　　主婦就業率の高い混合地域でも就業層はかなり固定的で　　とするのが主な理由である。

　　　　　あることがわかる。しかし，今後の働く意志をみると，　　　（7）他方，従業者層の職住関係をみると，職場所在

　　　　　子供に手がかからなくなれば働きたい，良い仕事があれ　　地では過半数が隣接区まで，通勤時間でも3／4近くが

　　　　　ば働きたいとする人が半数以上で，過去の就業経験に照　　30分圏にある。自営層と比べると当然職住圏域は広がっ

　　　　　らすと働く意志は高く，潜在的な就業需要層を形成して　　ているが，大都市における平均通勤時間が1時間以上に

　　　　　いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も及ぶことを考えると居住立地は極めて限定されてい

　　　　　　（4）自営層の現在の職住関係は，徒歩・自転車圏内　　る。とりわけ地域との結びつきの強い工業や商業従業者
●

　　　　　である同一・周辺町が90％と極めて近接している。ま　　層でその傾向が強い。しかし，その反面専門的職業層を

　　　　　た，現在の工場・店舗と住宅の空間関係では，同一建物　　中心とした通勤圏の広がりは，地域とのつながりはない

　　　　　が58％，敷地内別棟を含むと70％の多くで職住が一　　が，大都市圏の中で相対的に良い通勤条件を求める層の
鴨

　　　　　体化している。分離しているのは30％だが，昭和40　居住地ともなっていることを示している。

　　　　　年以降に現在の仕事を開始した新しい層に多い。これら　　また職住を離せる限界についても，3／4強の人が30

　　　　　分離層のなかで工場自営層の住宅をみると，長屋，鉄筋　　分までとほぼ現在の通勤時間と対応したものになってい

　　　　　アパート，文化住宅等の借家形態が多い。このことは，　　る。長時間労働や不規則型の労働層は少ないが，肉体労

　　　　　経営発展の中で職住が分離されたというよりも，地区内　　働の入が多いため，通勤が長いと疲れるが離せない主要

　　　　　での専用借工場化によるより零細な形態での分離開業の　　理由である。そのうえ，戦前長屋等では家賃が安いといっ

　　　　　進行であることを推測させ，地区の推移動向として注目　　た住宅事情，家族の就業も含めた生活の利便性を考える

　　　　　される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と居住立地を限定される条件はより強いといえよう。

　　　　　　（5）現在から将来に向けて職住空間の志向が高い形

　　　　　態は，敷地内別棟（11％→25％），近くで分離（12％　　注

　　　　　→18％），逆に低いのは，同一建物（58％→34％〉，離　　1）「住工混合地域」は・以下の論文で「混合酒周と略称す

　　　　　れて・・（17％一離れ・もよい…住宅は郊外・・％）、，縫畿篇、1’お細細㍊裂膿准の

　　　　　である。この職住関係の評価は，現在の職住関係別にみ　　　　比が1．0以上を産業特化地域，0．4以上1．0未満を混合

　　　　　ればより明確になる。すなわち，現在敷地内別棟の人は　　　　地域，o．4未満を居住特化地域，②産業の性格は，製造業，

　　　　　過半数が将来もそれを志向し最も評価が高く，次いで同　　　　卸・小売業，その他の業種が各45％以上のとき，それ
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　　　それ工業，商業，サービス業特化，それ以外を混合とし，　　　　　の割合はもっと高くなると考えられる。

　　　それらを重ね合わせた。結果は，産業特化地域23％，混　　　4）ここでいう職業の分類は，職場で従事している仕事の内

　　　合地域44％（住工16％，住商5％，住サ7％，住工商　　　　　容ではなく，職場の産業上の性格によって分けている。

　　　サユ5％），居住特化地城33％である。資料は，昭和50　　　5）全国は就業構造基本謂査（昭和49年），大阪府は50年国

　　　年度国勢調査，事業所統計調査〔各国勢統計区編〉である。　　　　　勢調査の年令別労働力に年令別既婚率を乗じて推計した。

　3）今回の調査では，住み良さ評価で環境阻害がより強く表　　　6）離せない理由は，離せる限界ユ5分以内の人に聞いたが，

　　　れるように調査地区を住宅と工場が高密に混合する比較　　　　　30分以内で答えている人についても集計に含めた。

　　　的狭い圏域とした。そのため周辺を含めれば，従業者層
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